
令和6年度  一般会計予算案 に対する 討論  要旨
　各会派の代表議員等が、予算の採決にあたり賛成・反対の立場で討論しました。
　討論の様子は、区ウェブサイトのインターネット議会中継でご覧になれます。
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議案の審議結果と各会派の賛否� （○：賛成、×：反対）

議　案　名　等 概　　　要 自民
１０人

未来
７人

公明
5人

共産
4人

立憲
4人

維新
2人

無会派（50音順）
各１人

議決
結果

区長提出議案
目黒区手数料条例の一部を改正する条例 法律が施行されることに伴い、規定の整備を行うもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

可決

目黒区個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 特定個人情報の提供に関し、必要な事項を定めるもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○
選挙長等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する
条例

当選人の更生決定または繰り上げ補充に係る選挙会の選挙長および選
挙立会人の報酬額を定めるとともに、開票管理者等の報酬額を引き上
げるもの。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区立高齢者福祉住宅条例の一部を改正する条例 廃止する三田地区整備事業住宅の一部をコーポ三田の住戸として転用
するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

補助26号線沿道駒場四丁目地区地区計画の区域内における建
築物の制限に関する条例 建築物の高さの最高限度等を定めるもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
目黒区三田地区整備事業住宅条例の一部を改正する条例 三田地区整備事業住宅の一部を廃止するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
目黒区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関
する基準を定める条例の一部を改正する条例 法律の改正に伴い、規定の整備を行うもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区立公園条例の一部を改正する条例 目黒区民センター公園に設ける公園施設の建築面積に係る基準の特例
を定めるもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ×

令和5年度目黒区一般会計補正予算（第4号） 歳入歳出予算からそれぞれ6億2,557万3千円を減額し、総額を1,315
億1,535万3千円とするもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和5年度目黒区国民健康保険特別会計補正予算（第2号） 歳入歳出予算にそれぞれ1,702万5千円を追加し、総額を275億
3,084万円とするもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和5年度目黒区後期高齢者医療特別会計補正予算（第2号） 歳入歳出予算からそれぞれ7,790万8千円を減額し、総額を77億900
万7千円とするもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和5年度目黒区介護保険特別会計補正予算（第2号） 歳入歳出予算からそれぞれ10億7,099万円を減額し、総額を222億
4,148万8千円とするもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和6年度目黒区一般会計予算 歳入歳出それぞれの予算総額を1,300億2,151万円（前年比8.6%増）
とするもの。 ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○

令和6年度目黒区国民健康保険特別会計予算 歳入歳出それぞれの予算総額を281億5,522万円（前年比2.3%増）と
するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和6年度目黒区後期高齢者医療特別会計予算 歳入歳出それぞれの予算総額を80億1,787万1千円（前年比4.0%増）
とするもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

令和6年度目黒区介護保険特別会計予算 歳入歳出それぞれの予算総額を220億8,936万7千円（前年比2.4%
減）とするもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

東京都後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議につ
いて

後期高齢者医療の保険料について、特別区および都内の市町村が規約
の変更に関する協議を行うもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区付属機関の設置に関する条例 一部の私的諮問機関について付属機関として整理することなどに伴い、
名称などを定めるもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区介護保険条例の一部を改正する条例 保険料率を改定するとともに、低所得者に対する保険料の減額の特例
措置を継続し、併せて規定の整備を行うもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の
基準に関する条例の一部を改正する条例

事業の人員などに関する基準が改正されること等に伴い、規定の整備
を行うもの。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
目黒区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及
び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予
防のための効果的な支援の方法に関する基準に関する条例の一
部を改正する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定
介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法
に関する基準に関する条例の一部を改正する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準に関
する条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区特別区税条例の一部を改正する条例 令和6年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例措置を講ずると
ともに、規定の整備を行うもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区国民健康保険条例の一部を改正する条例 保険料率、保険料賦課限度額および保険料を減額する基準額を改定し、
規定の整備を行うもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

人権擁護委員候補者の推薦について 越田緑氏を推薦することの可否を諮問するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
可と
して
答申

議員提出議案
消費者被害を防止、救済するため特定商取引法の改正を求める意見書（6面参照） × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

陳情の審議結果と各会派の賛否� （○：賛成、×：反対、退：退席）

件　名 自民
１０人

未来
７人

公明
5人

共産
4人

立憲
4人

維新
2人

無会派（50音順）
各１人

議決
結果

政党機関紙の庁舎内勧誘行為の実態調査を求める陳情 ○ ○ ○ × × ○ ○ × × × 採択
対外的情報省と横田基地について意見書提出に関する陳情 × × × × × × × × × × 不採択
消費者被害を防止、救済するため特定商取引法の抜本的法改正を求める意見書を政府等に提出することを求めることに関する陳情 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採択
がん患者ウィッグ・胸部補整具購入費用に関する助成金制度創設のお願い（陳情） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
シルバー人材センターに関する陳情 × × × 退 × × × 退 × ×

不採択能登半島大震災被災者の目黒区公共住宅への災害救助法に基づく避難、住居提供を真摯に検討し、一人ひとりに寄り添ったきめ細や
かな支援（災害ケースマネジメント）を実現することを求める陳情 × × × ○ ○ × × ○ ○ ○

急増する「不登校生」の学習権を保障する新しい教育の場の設置を求める陳情 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採択
地域の子どもが学校施設を使用する際の料金徴収について、再検討を求める陳情 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
目黒区美術館の建物を民間に売却し、区民センターを残して耐震化リノベーションを求める陳情 × × × 退 × × × ○ × ○ 不採択
目黒区民センターの要求水準書案の区民意見聴取等業務は、区が直接行うことを求める陳情 × × × ○ ○ × × ○ × ○
〔会派の略称〕　�自民：自由民主党目黒区議団・区民の会　　未来：めぐろの未来をつくる会　　公明：公明党目黒区議団　　共産：日本共産党目黒区議団　　立憲：目黒区議会立憲民主党　　維新：日本維新の会目黒区議団�

各会派の構成議員は、区ウェブサイトの「区議会の構成と議員名簿」をご覧ください。

撤回承認した陳情
⃝�父母の離婚後の子育てに関する家族法改正の早期法案成立
を求める陳情
⃝�イスラエル・ガザ戦争の即時停戦と、人道支援に向けた日本
政府の一層の外交努力を求める意見書の提出について（陳
情）

継続審査とした陳情
⃝�令和6年能登半島地震に関する陳情
⃝�行政が運営主体となる新規火葬場建設を求める陳情ほか1件
⃝�目黒区長と目黒区教育委員会に対し、目黒区立目黒南中学校・目黒西中学校の新校舎建設工期の延長について、
当事者である子どもと保護者、ならびに地域住民への説明を速やかに行うとともに、延長によって生じた損失と困
惑への具体的な対応策を講じて、区政に対する住民の不信を解消することを求める陳情
⃝�離婚後の子どもの養育と親子関係の健全な発展に関する法制度の改善についての意見書を求める陳情
⃝�離婚後共同親権を導入することについて慎重な審議を国に求める陳情
⃝�緑が丘児童館・学童保育クラブ民営化計画の見直しに関する陳情
⃝�東京都中学校英語スピーキングテスト（ＥＳＡＴ-Ｊ）の結果を都立高校入試に利用しないことを都教育委員会に求める
意見書に関する陳情

めぐろ区議会だよりは、視覚障害などのあるかたのためのデイジー版があるほか、区ウェブサイトから聞くこともできます。詳細は、障害者支援課（☎5722-9846、FAX3715-4424）へ

　6年度の予算は「ポストコロナ時代の
目黒の未来を創る予算」と位置づけ、総
額約1,300億円の過去最大規模になっ
た。しかし予算規模が大きければ良い
というものでもなく、適切に事業を評価
し、取捨選択をすれば予算規模は膨ら
まない。青木区政にはこの経営視点等
が欠けている。また青木区長の多選に

よる弊害も区役所内外で起こっている。
　目先のことだけではなく、行政事業
のスクラップ・アンド・ビルドの観点で
区民への行政サービス向上と住んで良
かったと思える特色ある、目黒を目指し
て、持続可能な行財政運営と新しいリー
ダーシップが必要である。

賛
成

リーダーシップで新しい目黒へ
 自由民主党目黒区議団・区民の会　木村 あきひろ　議員

　特別区税の税収が過去最高額を更新
し、予算規模も過去最大とはいえ、限ら
れた予算枠の中で、実施計画や重点課
題に基づいた予算を計上しつつ、さま
ざまな要望対応を検討されたことには
感謝する。
　一方で、多選による弊害を逆手に取
り、大きな不祥事が無かったから自分が

トップに居続けても問題ないとして、さ
らに長期政権を続けようとする区長の
姿勢は本末転倒である。
　見た目だけでなく実質的に、区長の
旗振りの下、時代に応じた取り組みが
続々と予算に反映されるような、柔軟か
つ新しい区政運営を要望し、6年度一般
会計予算に反対する。

反
対

多選禁止で区長自らが世代交代を牽引し、
新しい区政運営の実現を 目黒区議会立憲民主党　山本 ひろこ　議員

　①物価高に苦しむ区民へ独自支援が
弱い。事業者に燃料補助等の支援、介
護事業者に強力な支援、国保料値下げ
のため法定外繰入れを。駐輪場廃止で
区民に負担を押し付け。補聴器購入費
助成は拡充を。②区民センター建替問
題は区政の在り方を変質。企業儲け優
先、70年定期借地、小学校はＰＦＩ方式で

はなく区が直接建てるべき。美術館は
解体ありきの計画の問題、環境基本計
画にのっとったコンパクトな計画に見直
すべき。③子育て・教育支援が弱い。学
用品を無償化に、区立保育園、学童、児
童館の民営化はやめよ。④紙の保険証
は残すべきと声をあげよ。⑤パートナー
シップ制度は、すぐ実施を。

反
対

事業者・低所得者等へ支援不十分、
区民センター事業は区政を変質 日本共産党目黒区議団　斉藤 優子　議員

　株価の高騰や大企業の賃金上昇など
景気の拡大をうかがわせる報道も多い
が、その恩恵は中小企業や非正規雇用
者にまで達していない。格差を広げず
成長の後押しをするのが自治体の役割
だ。6年度の予算は過去最高規模で、
ポストコロナ時代の目黒の未来を創る
予算と銘打ち、新たなまちづくりや学校

施設の建替え、DX化などのインフラ投
資の他、教育に対する予算を重点政策
と位置づけている。我が会派は子育て
中の者や医療介護業界に身を置く者が
多く、当事者としての声を届けるだけで
はなく実現性も重視して審議を行って
きた。答弁どおりの予算執行を期待し
て、本予算案に賛成する。

賛
成

めぐろの未来をつくる会による、
目黒の未来を創る予算審議 めぐろの未来をつくる会　坂元 悠紀　議員

　国や都の助成金を活用し、物価高騰
対策、妊娠期から出産・子育て期にわた
る切れ目のない伴走型相談支援等を実
施するなど、包括的な支援体制の構築
を目指す、安定した予算編成である。
　一方、区独自の新しい政策が見当た
らず、制度の狭間等で十分な支援を受
けられない区民への予算が不足してい

る。重層的支援体制整備事業の本格ス
タートに向け、準備期間となる6年度は、
これまでの行政の縦割り思考を打破し、
区民一人一人に寄り添った、あらゆる場
面で福祉の視点を取り入れた政策を進
めることが重要である。
　誰一人取り残されない持続可能な区
政運営を要望し、予算案に賛成する。

賛
成

福祉の視点を取り入れた横断的対応で、
区民に寄り添った予算を！ 公明党目黒区議団　はま よう子　議員

　①区長の退職金全額カット②持続可
能な財政運営③自治体間協定による防
災力強化、ペット同行避難周知拡大④
小中学校の給食費公会計化、安全対策、

多様性に対する配慮⑤急性期病院と地
域診療所の病診連携推進⑥地域資源活
性化⑦ベビーシッター利用支援事業の
改善等を要望し、本予算に賛成する。

賛
成

身を切る改革で持続可能な財政運営を！
 日本維新の会目黒区議団　上田 あや　議員

　多様化する区民ニーズのため、官が
担ってきた課題解決に官民が協働した
取り組みが必要となる。目黒区は多様
な企業、専門性の高い大学に恵まれて

いるが、この強みを区が生かせていな
い。協働していくための関係づくりを区
長がリーダーシップを持って創出してい
くことを求め、賛成討論とする。

賛
成

真の官民連携を創出せよ！
 青木 英太　議員

　ペットと共に避難する同伴避難所開設
は動物のためではなく区民がちゅうちょ
なく避難するため。教育現場の人材確
保や民設児童館補助では社会一般の常

識から乖離せぬよう丁寧な協議と説明
を求める。桜時期の目黒川沿道のオー
バーツーリズム対策はより俯瞰的な目
線で最適解を模索する必要がある。

賛
成

視座を変え多角的な視点から
柔軟かつ丁寧な行政運営を心掛けよ 白川 愛　議員

　学校給食費の保護者負担ゼロ、児童
相談所等暫定整備や妊娠期を含めた支
援策が進んでいる。区民センター建替
え計画や再開発事業を控え、予算規模

は1,300億円と過去最高だが、区民生
活に関わる公園の整備等の予算不足は
不合理だ。今後のまちづくりは区民と
行政の協働で取り組め。

賛
成

まちづくりは住民合意で
区民センター建替え計画は見直しを！ 増茂 しのぶ　議員

　特定商取引に関する法律（以下、「特定商取引法」という。）の平成28年改正では、5年後の見直し
が定められ、令和4年12月で同改正法の施行から5年が経過した。
　令和5年版消費者白書によると、令和4年の消費生活相談は87万件で、近年、高止まりが続いて
おり、特定商取引法対象分野の相談は、全体の54.7％に上る。
　また、消費生活相談では高齢者の割合が高く、中でも、認知症等高齢者の相談においては、訪問
販売・電話勧誘販売の相談が、48.6％を占めており、特定商取引法に関わる相談を合わせると、
69.7％を占める。高齢化社会が進む中、高齢者が悪質商法の標的にされないために、早急な対応
が必要である。
　対して、若い世代ではインターネット通販やマルチ取引（連鎖販売取引）についての相談の割合が、
他の年齢層に比べて高くなっている。これらのトラブルでは、事業者や勧誘者を特定できない事例
も多い。成年年齢の引下げに伴い、若者を狙ったマルチ取引等による被害の増加が懸念される。
　これらの消費者被害に対処するため、目黒区議会は、国に対し、以下の事項について特定商取引
法の改正を行うよう求めるものである。

1　�訪問販売や電話勧誘販売について、消費者被害を防止し、利益を保護するための取り組みを強
化すること。

2　�ＳＮＳ等のインターネットを通じた通信販売の勧誘等について、行政規制や、クーリング・オフ等
を認めるとともに、被害者はＳＮＳ事業者等に対し、相手方を特定する情報の開示を請求できる
制度を導入すること。

3　�連鎖販売取引について、国による登録・確認等の開業規制を導入するとともに、規制を強化す
ること。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

令和6年3月21日
� 目黒区議会議長　おのせ　康裕

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、経済産業大臣、内閣官房長官、
内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全担当）、総務大臣

宛て

意見書を提出しました 消費者被害を防止、救済するため特定商取引法の改正を求める意見書
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